
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

記載例 
※は必須項目です。必ずご記入ください。

※

※

必ず押印して
ください。 

※ ※

※
※ 

留意事項１参照 

 
 

※

※

※

※

登録申請中の場合は、欄外 ○に「○月
※日申請」と記載してください。

※
※

※

※ 

※

※ 

※

留意事項 2 参照 3 年間に非従事期間がある場合は最長
3 年 6 ヶ月の間に、通算して 3 年間以上
従事していることが必要。 

現在使用中のパソコンの状況を記載していただ
くものですので、未定
せん。 

等の場合は記載を要しま

記載例の場合、平成 20 年 4 月から 6 月までの 3 ヶ月
間の非従事期間が生じているので、平成 18 年 4 月以
前の 3 ヶ月間（平成 18 年 1 月から 3 月）を確認できる
ように記載している。 

※ 

※ 

「分科会の名称・用途
区分・区域」を参照。 

途中で所属会社
を変更している場
合は、従前の所
属会社から「従事
証明書(様式-3)」
に代表者等の記
名・押印を受けて
申請書に添付し
てください。 

3 年間(平成 18 年 4 月から平成 21 年 3 月)の鑑定
評価業務の従事期間が確認できるように作成。 

いずれかにチ
ェックを記入し
てください。 

※ いずれかにチ
ェックを記入し
てください。 



 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

上半期（ 4 月～9 月）2 件以上 
下半期（10 月～3 月）  〃 
各年度ごとに合計  5 件以上 
が必要です。 

留意事項 3 参照 

記載例の場合、3 ヶ月間の非従事
期間が生じているので、欄外に平
成 17 年度下半期の件数の記載
が必要。 
3 年間で非従事期間がない場

※ 

合
は欄外の記載は不要です。 

※ 

日付の新しいも
のから、半期ご
とに 2 件以上と
なるよう順次記
載。 

申請者本人が事業主あるいは役
職者等である場合は不要です。

申請者本人が事業主あるい
は役職者等である場合は不
要です。 

15 件全て
記載してく
ださい。 

記載した鑑定評価に係る鑑定評価書の
写し(土地の所在、不動産鑑定業者名、
不動産鑑定士等の署名・押印、鑑定評価
を行った日及び鑑定評価書の発行日付
の分かる部分のみ)を添付してください。 

※ 

必ず押印して
ください。 


